
16 消防の動き

はじめに

我が国においては、科学技術創造立国の実現を目指し、

「科学技術基本法」（平成７年法律第130号）を制定し、ま

た、これにもとづき、「科学技術基本計画」（第１期～第

３期）を策定して、科学技術の推進を図るとともに、研

究開発を適正に評価するシステムの改革が挙げられてい

るところです。研究開発評価については、今までも実施

されていましたが、平成17年の総合科学技術会議におい

て、新たに「国の研究開発評価に関する大綱的指針（以

下「新大綱的指針」という。）」が定められました。

一方、平成18年４月に独立行政法人消防研究所が解散

し、消防庁に統合され、新たに消防大学校消防研究セン

ター（以下「消防研究センター」という。）として発足し

ています。さらに、消防庁としても、安心・安全な国民

生活を実現していくために、災害予防、被害軽減、消防

活動に係る分野における研究開発等をこれまで以上に重

点的に取り組んでいくこととしています。これらの消防

庁全体の研究開発を円滑・効果的に推進するため、新大

綱的指針にもとづいて消防の科学技術に関する研究開発

評価に係る実施指針として「消防庁研究開発評価実施指

針（以下「実施指針という。）」を今年の７月に策定しまし

たので、その概要を紹介します。

研究開発評価の基本的な考え方

実施指針は、消防庁が国費を投入して実施する研究開

発に係る評価の実施の際、配慮しなければならない共通

事項、具体的な評価方法等を取りまとめたものです。評

価対象としては、①研究開発施策、②研究開発課題、③

研究開発機関等及び④研究者の業績としており、国費に

より海外で実施する研究開発等も対象としています。

また、評価結果の最終的判断を行う者を評価実施主体

といい、外部評価を導入する場合においても、あくまで

評価結果についての責任は評価実施主体が負うものとし

ています。

評価対象

評価対象として４つの項目を挙げていますが、それぞ

れの評価対象については、次のとおりです。

１．研究開発施策

研究開発施策とは、特定の行政目的を実現するための

研究開発の方針・方策や政策目標を具体化するための研

究開発制度等が該当し、消防庁においては次のものが該

当します。

①　消防防災科学技術推進戦略（平成13年に策定した消

防防災科学技術高度化戦略プランのことであり、現在

見直しを進めています。）

②　消防防災科学技術研究推進制度（競争的研究資金制

度）

２．研究開発課題

研究開発課題とは、国費の支出を受けて研究開発を行

う個別の課題が該当し、消防庁においては、次のものが

該当します。

①　競争的研究資金による研究開発課題

消防防災科学技術研究推進制度において実施される

個別の研究開発課題

②　重点的資金による研究開発課題

各課室が実施する主要な重点的研究課題（研究経費

が概ね１億円以上または政策上重要な課題）

③　基盤的資金による研究開発課題

消防研究センターが実施する研究開発課題

３．研究開発機関等

研究開発機関等としては、消防研究センターが該当し、

その設置目的・目標に即して、機関運営と研究開発の実

施・推進の面から評価を行います。

４．研究者等の業績

研究者等は、消防研究センターまたは消防技術政策室

に所属し、国費の支出を受けて研究開発に従事する研究

官が該当し、これらの研究官の業績の評価を行います。

消防庁研究開発評価実施指針の策定について
消防技術政策室
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評 価 者

評価者とは、研究開発等の評価を行う者をいい、消防

庁においては、評価に当たっての体制は次のとおりとし

ています。

１．消防防災科学技術会議

消防の科学技術に関する研究開発に係る評価者として、

外部有識者等からなる「消防防災科学技術会議」を設置

し、消防庁全体の研究開発に係る評価の取りまとめと、

消防防災科学技術戦略及び消防防災科学技術研究推進制

度を評価することとしています。

２．分科会

消防防災科学技術会議には、評価対象の内容に応じ、

次の分科会を設置して、それぞれの評価を行うこととし

ています。

①　消防防災科学技術政策評価分科会

消防庁の各課室が実施する重点研究課題及び消防研

究センターに係る研究開発機関に関する評価を実施し

ます。

②　消防防災科学技術研究開発評価分科会

消防防災科学技術研究推進制度において実施される

研究開発課題に係る評価を実施します。

③　消防研究評価分科会

消防研究センターが実施する研究開発課題に係る評

価を実施します。

評価の実施時期

評価の実施時期については、各研究開発等によって違

いますが、①事前評価、②採択評価、③継続評価、④事

後評価、⑤追跡評価の５種類があります。

研究開発評価等の公表

研究開発成果や評価結果の公表は、国民に対する説明

責任を果たすとともに、評価の公正さと透明性を確保し、

また、研究開発成果等が社会において広く活用されるこ

とが期待されます。そのため、消防庁では、個人情報等

に配慮しつつ、インターネット等を利用して、分かりや

すい形で国民に積極的に公表するとともに、必要に応じ

て、国民の意見を評価に反映するように努めることとし

ています。

最 後 に

消防庁では、火災等の災害時における消防防災活動や

火災予防・拡大防止等に資する消防防災に関する科学技

術の高度化を目指し、消防防災科学技術推進戦略を策定

し、競争的研究資金制度、消防研究センターにおける研

究等の活用を図り、産学官が連携することにより、より

効果的な研究開発を行い、これらの成果を普及し、国民

の安心・安全の確保に努めることとしています。
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